
北九州市住生活基本計画
概 要 版

令和●年●月

計画の目的と位置づけ

計画の目的 計画期間

計画の位置づけ

人口減少・少子高齢化の進行、空き家の増加、
自然災害の頻発・激甚化、地球温暖化など、本
市の住まいを取り巻く環境の変化に的確に対応
するために、住宅や居住環境といったハード整
備とソフト施策に総合的に取り組み、「市民の住
生活の質」の更なる向上を目指します。

北九州市住生活基本計画は、国や福岡県の住
生活基本計画及び北九州市基本構想・基本計画
を上位計画とし、市民の住生活の安定の確保及
び向上の促進に関する基本的な政策の方向性を
示す計画です。
なお、本計画には北九州市の以下の計画を包含
しています。
・高齢者居住安定確保計画
・住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画
・マンション管理適正化推進計画

令和5年から令和14年度までの概ね10年間
を計画期間とします。
なお、社会経済情勢の変化等に応じて適宜見
直しを行います。

北九州市基本構想・基本計画 住生活基本法

高齢者の居住の安定確保に
関する法律

マンションの管理の適正化の推進
に関する法律

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅
の供給の促進に関する法律

住生活基本計画（全国計画）
（令和３年３月策定）

福岡県住生活基本計画
（令和４年３月策定）

北九州市
住生活基本計画
令和5年から概ね10年間

高齢者居住
安定確保計画

マンション管理
適正化推進計画

住宅確保要配慮者
賃貸住宅供給促進計画
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住まいを取り巻く現状と課題
ひとに関する課題
○若者世帯・子育て世帯向けの住まいの確保
○多様な居住ニーズや定住・移住ニーズへの対応

○高齢者の居住の安定確保
○多様な住宅確保要配慮者の居住の安定確保

○市営住宅の適切なマネジメントの推進
○住宅の質の向上（耐震化・バリアフリー化など）
○増加する空き家への適切な対応

住まいに関する課題
○分譲マンションの管理の適正化の推進
○住宅の省エネルギー性能の向上
○既存住宅の流通や住宅リフォームの促進

○持続可能でコンパクトなまちづくり
○街なかの安全・安心の確保
○斜面住宅地などにおける生活環境の維持や
安全性の向上

居住環境に関する課題

[人口・世帯数の推移と推計 ] [ 高齢者がいる世帯の推移 ]

○地域の資源を活かした居住環境づくり
○地域における良好なコミュニティづくり

[住宅数・世帯数・空き家数の推移 ] [ 住宅の耐震化率 ]

資料：人口 /国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、
　　　世帯数 /国勢調査、北九州市住宅計画課独自推計

資料：国勢調査

資料：北九州市耐震改修促進計画（H28.4 改定）資料：住宅統計調査、住宅・土地統計調査

39,122 45,477 52,398 60,915 65,358 

42,194 
47,100 40,385 

46,848 
49,469 

53,442 
57,118 69,976 

72,903 
68,728 
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目指すべき将来の住生活像

　充実した住まいと生活環境で

　　　　　　　心豊かな暮らしを育み、

　　　　　　　　　未来につなげるまち 北九州市

今は北九州市に住んでいない人たちが、北九州市に魅力を感じて、北九州市で生活を始め、
そこで生活を続けられるようなまちへ。

今現在、北九州市内に住んでいる子どもから高齢者まですべての人たちが、自分たちの
居住環境に自信と誇りをもって、これからも生活できるようなまちへ。

「向こう三軒両隣」のような、様々な年代や多様な人たちが、ともに支え合い暮らしてい
きたいと思える、人の輪が広がる温かいまちへ。

住みつづけたい

ともに住みたい

施策推進の基本的な方針

既存ストックの有効活用
住宅が世代を超えて利用される「社会的資産」
となるよう、『既存ストックの有効活用』を
重視した施策を展開します。

多様な地域特性への対応
地域固有の課題に的確に応えることができる
『多様な地域特性への対応』を重視した施策
を展開します。

定住・移住施策との連携
住宅政策においても関連部署などと調整を
図りながら、『定住・移住施策との連携』
を重視した施策を展開します。

多様な主体・分野との連携
市民、地域、住宅関連事業者、行政等が適切
に役割分担しながら、効果的・効率的に取り
組めるよう、『多様な主体・分野との連携』
を重視した施策を展開します。

住んでみたい

－住んでみたい　住みつづけたい　ともに住みたい－
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①市営住宅の適切なマネジメントの推進

地方創生や子育て支援、企業誘致との連携、新たな生活様式やＤＸの進展等に対応した定住・移住の推進、
高齢者や障害のある人等が安心して暮らせる環境づくりにより、多様な世帯のニーズに対応していきます。

市営住宅の適切なマネジメントをはじめ、公的賃貸住宅との連携や民間賃貸住宅の活用による重層
的かつ柔軟な住宅セーフティネット機能の充実に向け、多様な事業主体がそれぞれの役割を担い、住
宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進を図ります。

基本目標と基本施策

①若者や子育て世帯が安心して暮らせる環境
づくり

②新たな生活様式やDXの進展等に対応した
定住・移住の推進

③高齢者・障害のある人などが安心して暮らせる環境づくり（北九州市高齢者居住安定確保計画）

（北九州市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画）

１）高齢者・障害のある人などの
ニーズに対応した多様な住ま
いの確保

２）高齢者・障害のある人などが
円滑に入居・住み替えできる
情報提供や支援の充実

３）介護サービス等の充実と地域
支援体制の強化

◆子育て世帯にやさしい住まいづくりの普及促進
◆若者・子育て世帯への賃貸住宅の入居支援
◆同居・近居の促進や多世代共生の住まいづくり

◆市外からの移住世帯に対する良質な住宅の取得・入居支援
◆ＵＩターン希望者などに対する住生活関連情報
の発信・支援

◆民間による高齢者向けの住まい
の供給と活用
◆バリアフリー化や断熱化等の健康な
住まいづくりの促進

◆住まいに関する的確な情報提供
◆多様な相談ニーズへの対応

◆地域の見守り合い、支え合いの
支援

◆地域包括支援センターを中心と
した相談と支援体制の充実

多様な世帯のニーズに対する住まいの充実基本目標１

基本目標2

③住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

◆市営住宅の入居・管理の適正化
◆市営住宅の計画的な集約・再配置や保全管理

②公的賃貸住宅との連携・情報交換
◆地域優良賃貸住宅の適切な管理
◆北九州市住宅供給公社との連携・情報交換

◆セーフティネット住宅の普及に向けた取組の推進
◆セーフティネット住宅の登録基準の強化・緩和

住宅セーフティネット機能の充実

主な成果指標

⑥被災者などの住宅確保要配慮者への緊急対応⑤住宅確保要配慮者等が入居する民間賃貸住宅の管理の適正化
◆民間賃貸住宅の適正管理の促進
◆賃貸人への啓発及び情報提供

④居住支援の充実
◆居住支援体制の構築・充実
◆住宅扶助費の代理納付の周知

◆公的賃貸住宅等を活用した一時入居への支援
◆応急仮設住宅提供に向けた体制整備

認定長期優良住宅のストック数

現状値：11,206 戸（R3）
目標値：21,000 戸

市営住宅における
バリアフリー化住宅の供給率
現状値：37％（R2）
目標値：48%

※目標値は計画期間末時点とします。 現状値：36.7％（H30）
目標値：50％

新耐震基準が求める耐震性能を
有しない住宅ストック比率

子育て世帯における
誘導居住面積水準達成率

現状値：14.8％（H26）
目標値：おおむね解消

高齢者人口に対する高齢者向けの
住まい※1 の割合

現状値：4.0％（R2）
目標値：4.0％を維持
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④2050 年ゼロカーボンシティ実現に向けた住宅
の脱炭素化

良質な住宅ストックの形成と循環利用、住宅の脱炭素化、空き家の利活用・除却、マンション管理
の適正化などにより、良質な住宅ストックを形成していきます。

街なか活性化に寄与する住まいづくり、災害に強くコンパクトなまちづくりの推進、地域コミュニ
ティの維持・向上の促進、地域の個性を活かした魅力ある住まいづくりなどにより、地域特性に応じ
た持続可能な住環境の形成を図ります。

１）管理組合による主体的な管理
運営の促進

２）地域の社会的資産としての
マンションの持続的な活用

３）管理組合、地域、関係団体、
行政の連携による取組の推進

基本目標3

①街なか活性化に寄与する住まいづくり
◆街なかにおける良質な住宅の供給促進
◆街なかの良質な住宅の取得や賃借の支援

③地域コミュニティの維持・向上の促進 ④地域の個性を活かした魅力ある住まいづくり
◆地域、市民活動団体、大学等の多様な活動主体
の協働・連携による地域づくりの推進

◆多様な手法を活用した良好な街並みの形成
◆長期的な景観ビジョンにもとづく住まいづくり

⑤住まい・まちづくりに関する情報
の提供

◆市営住宅における脱炭素化の推進
◆民間住宅における北九州市独自の健康省エネ住宅（戸建て）
基準の構築と普及促進

◆住情報提供及び住宅相談体制などの充実
◆消費者保護の推進

①次世代に承継される良質な住宅ストックの形成と循環利用
◆長期優良住宅等の普及　　　◆耐震診断や耐震改修の促進

②空き家の適切な管理と利活用の促進

※実施施策◆は主なものを抜粋して掲載しています

◆管理組合の主体的な取組に対
する支援
◆相談体制の充実

◆管理計画認定制度の運用・周知
◆管理計画認定制度を補完する支
援メニューの検討

◆関係団体との連携強化
◆各主体間のネットワークの構築

③マンション管理の適正化の促進

良質な住宅ストックの形成と住宅市場の活性化

地域特性に応じた持続可能な住環境の形成

※1：軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅、
高齢者向け優良賃貸住宅、高齢
者向け市営住宅のこと

※2：街なかである居住誘導区域を含
む町丁目内の人口を、住民基本
台帳をもとに算出

②災害に強くコンパクトなまちづくりの推進
◆災害に強いまちづくりの推進
◆街なかの安全・安心な住環境づくり

基本目標4

全人口に占める
街なか居住人口の割合※2

現状値：84.7％（R3）
目標値：向上

新築住宅におけるＺＥＨ普及率

現状値： －
目標値：100％

現状値：47％（R2）
目標値：80％

賃貸・売却用等以外の
「その他空き家」数

マンション管理組合の
管理運営状況の把握率

現状値：26,200 戸（H30）
目標値：31,000 戸程度に抑える

（北九州市マンション管理適正化推進計画）

◆空き家の適切な管理の促進と情報提供・相談体制の充実　　　◆空き家の利活用の促進
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◆民間による高齢者向けの住まいの供給と活用
◆バリアフリー化や断熱化等の健康な住まいづ
くりに対する補助や広報
◆市営住宅のバリアフリー化や高齢者向け市営
住宅（ふれあいむら）の整備
◆市営住宅における入居機会の確保等
◆地域に根ざした福祉施設の整備等

◆住まいに関する的確な情報提供
◆多様な相談ニーズへの対応

※「高齢者向けの住まい」とは、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、高齢者向け優良賃貸住宅、
高齢者向け市営住宅のこと

北九州市高齢者居住安定確保計画
住生活基本計画の基本目標１「基本施策３．高齢者・障害のある人などが安心して暮らせる環境づくり」は、

住宅施策と福祉施策が連携して、高齢者の多様なニーズにかなった住まいやサービスが選択できる環境を形成す
るとともに、高齢者の住まいやサービスの質の向上を目指すものとして、高齢者の居住の安定確保に関する法律
に基づく「北九州市高齢者居住安定確保計画」として定めます。

■高齢者向け住まいの供給目標

■基本施策・実施施策
①高齢者・障害のある人などのニーズに対応
した多様な住まいの確保

②高齢者・障害のある人などが円滑に入居・
住み替えできる情報提供や支援の充実

◆地域の見守り合い、支え合いの支援
◆地域包括支援センターを中心とした相談と支援体制の充実
◆在宅生活を支援するサービスの充実
◆安心して外出できる環境づくり

③介護サービス等の充実と地域支援体制の強化

高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率

現状値 目標値

高齢者人口に対する高齢者向けの住まい※の割合

市営住宅におけるバリアフリー化住宅の供給率

42％ 75％

4.0％ 4.0％を維持

37%

（H30）

（R2）

（R2） 48%

北九州市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画
住生活基本計画の基本目標２は、市営住宅の的確な供給、公的賃貸住宅との連携、民間賃貸住宅の活用による

重層的かつ柔軟な住宅セーフティネット機能の充実のため、多様な事業主体がそれぞれの役割を担い、住宅確保
要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進を図るものとして、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律に基づく「北九州市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」として定めます。

■住宅確保要配慮者の範囲

新婚世帯、児童養護施設等退所者、ＬＧＢＴ、ＵＩＪターンによる転入者、海外から
の引揚者、住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者、市営住宅移転
対象者（収入超過者及び高額所得者を除く）

6,000 戸

■セーフティネット住宅の供給目標
セーフティネット住宅（民間賃貸住宅）

法令で定められた者 低額所得者、被災者、高齢者、障害のある人、子どもを養育している者、外国人 等

本計画で定める者

この頁は、住生活基本計画に包含する 3つの計画の概要です。
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北九州市マンション管理適正化推進計画
住生活基本計画の基本目標３「基本施策３．マンションの管理の適正化の促進」は、居住者の高齢

化や建物の老朽化の進行などにより、管理不全化し、周囲へ悪影響を及ぼす危険なマンションの増加
を防止するため、維持管理の適正化やマンションの再生に向けた取組の強化を目指すものとして、マ
ンションの管理の適正化に関する法律に基づく「北九州市マンション管理適正化推進計画」として定
めます。

■管理適正化に関する目標（一部抜粋）

■マンション管理適正化指針に基づく管理計画の認定基準（一部抜粋）

■基本施策
①管理組合による主体的な管理運営の促進
②地域の社会的資産としてのマンションの持続的な活用
③管理組合、地域、関係団体、行政の連携による取組の推進

管理組合の運営 ・管理者等が定められていること　　・集会が年一回以上開催されていること

管理規約 ・管理規約が作成されていること

管理組合の経理
・管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理が行われていること
・修繕積立金の三ヶ月以上の滞納額が全体の一割以内であること

長期修繕計画の
作成及び見直し等

・計画の内容及び修繕積立金額について集会にて決議されていること
・作成または見直しが七年以内に行われていること

その他

・組合員名簿、居住者名簿を備え、一年に一回以上は内容の確認を行っていること
・地域活動への積極的参画又は協力や、孤独・孤立の防止に向けた見守り・声かけ等の活動
により、周辺地域又はマンションの居住環境の維持・向上に努めていること

・防災計画の作成や防災訓練等、防災に向けた取組を実施していること

①市営住宅をはじめとする公的賃貸住宅の供給の促進
②住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
③居住支援の充実
④住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化

■基本施策

[セーフティネット住宅の規模の基準 ]

タイプ 登録基準
【緩和部分】

平成17（2005）年度
以前に着工した物件

一般住宅※ 25 ㎡以上 18㎡以上
※一般住宅のほか、「台所・収納設備及び浴室（又はシャワー室）が共用である一般住宅」、「共同居住型賃貸住宅（シェアハ
ウス）」、「ひとり親世帯向け共同居住型賃貸住宅」のタイプについても、登録基準と基準の緩和を定めています。

マンション管理組合の管理運営状況の把握率

現状値 目標値

北九州市マンション管理適正化指針の認知度

47％ 80％

80％－

（R2）
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北九州市住生活基本計画が目指すSDGsのゴール

計画の実現に向けて
本計画の総合的かつ計画的な推進には、広範な分野との連携による、施策の効果的な実施に向けた

検討や仕組みづくりが必要なことから、これまで以上に緊密な連携・協働を図ります。
また、計画の実効性を高めるため、施策の推進状況の確認、評価などを行うにあたっては、学識経

験者や民間団体代表、行政からなる懇談会を開催し、住宅施策への助言や、必要に応じて計画の見直
しに係る検討を行うこととします。

ＳＤＧｓは、「誰一人残さない」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標で
す。北九州市住生活基本計画も各基本目標にゴールを掲げ、施策を推進します。

計画の詳しい内容は下記
の市HPでご覧ください

多様な世帯のニーズに対する住まいの充実基本目標１

基本目標2

基本目標3

住宅セーフティネット機能の充実

良質な住宅ストックの形成と住宅市場の活性化

地域特性に応じた持続可能な住環境の形成基本目標4

計画の見直し
社会経済情勢に即した

より効果的な施策への見直し

計画の策定
目指すべき将来の住生活像実現
のため、基本目標や施策の設定

計画の実行
各種施策の実行

評　価
施策の推進状況の確認、
評価や市民意見の反映

懇談会
・施策への助言、
 見直しに係る検討

・学識経験者
・行政
・民間代表

懇談会
の構成

QR コード
余白
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